
３年度 ４年度

１．資金繰り支援や企業の成長力強化等 266,466 57,559

うち 日本政策金融公庫 252,307 48,116

うち （国民一般向け業務） 93,013 23,020

（中小企業者向け業務） 49,354 11,969

（農林水産業者向け業務） 7,000 6,270

（危機対応円滑化業務） 100,990 4,740

沖縄振興開発金融公庫 5,159 2,243

9,000 7,000

- 200

２．インフラ整備の加速等 19,536 16,049

うち 日本高速道路保有・債務返済機構 6,200 3,200

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 3,458 2,370

自動車安全特別会計（空港整備勘定） 1,178 1,645

全国土地改良事業団体連合会［新規］ - 9

区分

脱炭素化事業支援機構（仮称）［新規］

日本政策投資銀行

（単位：億円）

３年度 ４年度

３．日本企業の海外展開支援等 20,411 24,825

うち 国際協力銀行 11,650 16,060

国際協力機構 6,784 6,417

海外交通・都市開発事業支援機構 1,078 1,169

海外通信・放送・郵便事業支援機構 285 405

海外需要開拓支援機構 120 90

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 348 549

４．教育・福祉・医療 65,796 64,158

うち 日本学生支援機構 6,209 5,849

科学技術振興機構（大学ファンド） 40,000 48,889

福祉医療機構 16,898 8,565

５．地方公共団体 36,847 26,264

409,056 188,855

区 分

財政投融資計画額
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当初計画額
改定額（補正＋弾力）

財投改革

初年度
リーマン・ショック

（参考）

東日本

大震災

[16.6]

[23.9]

[19.1]

（兆円）

（注） 当初計画ベース。[ ]は補正による改定額及び弾力追加額を加えた計数。

[66.5]

[41.8]

令和４年度財政投融資計画のポイント

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者への支援に引き続き万全を期すとともに、科学技術

立国の実現、「デジタル田園都市国家構想」や経済安全保障の推進、防災・減災、国土強靱化等の分野

に重点的に投融資を行う。 （令和４年度計画額：１８兆８，８５５億円）

令 和 ３ 年 1 2 月 日
財 務 省

＜財政投融資計画額の推移＞ 【参考】 財政投融資計画の執行状況

（注）令和元～３年度の計画額には、前年度計画額からの繰越分を含む。
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令和元 2 3 4

計画額

（繰越含む）

44.8兆円

計画額

（繰越含む）

68.9兆円

計画額

18.9兆円

実績額 26.2兆円
（執行率 38％）

実績額 5.3兆円

（執行率 12％）

【11月末時点】実績額 12.5兆円
（執行率 72％）

計画額

（繰越含む）

17.5兆円
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